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訪問リハビリテーション契約書

利用者　　　　　　　　　（以下｢甲｣という。）と医療法人社団 弘徳会 白河訪問診療所（以下｢乙｣という。）とは、訪問リハビリテーションサービスの利用に関して次の通り契約を結びます。

（目的）
第1条　乙は介護保険法等の関係法令及びこの契約書に従い、甲が自宅において可能な限り自立した生活
を営むことができるよう、甲の有する能力に応じて、甲の療養生活を支援し、心身の機能回復・維持を
目指すことを目的として、訪問リハビリテーションサービスを提供します。
２　乙は、訪問リハビリテーションサービスの提供にあたっては、甲の要介護状態区分及び甲の被保険者証に記載された認定審査会意見に従います。

（契約期間）
第２条　この契約書の契約期間は、契約締結の日から利用者の要介護状態区分の認定有効期間満了日まで
とします。但し、契約期間満了日前に、甲が要介護状態区分変更の認定を受け、認定有効期間の満了日
が更新された場合には、変更後の認定有効期間の満了日までとします。
２　前項の契約期間満了日の７日前までに甲から契約終了の意思表示がない場合は、この契約は同一の内容で自動更新されます。

（運営規程の概要）
第３条　乙の運営規程の概要（事業の目的・職員の体制・訪問リハビリテーションサービスの内容等）、従
業者の勤務の体制等は、後述の重要事項説明書に記載したとおりです。

（リハビリテーションの実施計画書の作成・変更）
第４条　乙は、主治医の指示や主治医からの診療情報、甲の日常生活全般の状況及び希望を踏まえ、「リハ
ビリテーション実施計画書」を作成し、計画書作成後も当該実施状況の把握に努めます。
２　リハビリテーション実施計画書には、療養上の目標や目標達成のための具体的なサービス内容等を記載します。
３　リハビリテーション実施計画書は、居宅サービス計画が作成されている場合は、その内容に沿って作成します。
４　乙は、次のいずれかに該当する場合には、第１条に規定する訪問リハビリテーションサービスの目的に従い、リハビリテーション実施計画書の変更を行います。
（1） 甲の心身の状況、その置かれている環境等の変化により、当該リハビリテーション実施計画書を
変更する必要がある場合。
（2） 甲が訪問リハビリテーションサービスの内容や提供方法等の変更を希望する場合。
５　前項の変更に際して、居宅サービス計画の変更が必要となる場合は、速やかに甲の居宅介護支援事業に連絡するなど必要な援助を行います。
６　乙は、リハビリテーション実施計画書を作成し、または変更した際には、これを甲及び家族または後見人に対し説明し、その同意を得るものとします。
７　訪問リハビリテーションサービスの内容を変更した場合、甲と乙とは、甲が変更後に利用する訪問リハビリテーションサービスの内容、利用回数、利用料及び介護保険の適用の有無について記載した契約書別紙サービス内容説明書を添付した利用サービス変更合意書を交わします。

（訪問リハビリテーションの利用料）
第５条　乙が提供する訪問リハビリテーションサービスの利用単位毎の利用料その他の費用は、本契約書
及び重要事項説明書に添付した指定（予防介護）訪問リハビリテーション料金表（以下「料金表」とい
う）の通りです。
２　甲は、サービスの対価として、前項の費用の額をもとに月ごとに算定された利用者負担額を乙に支払
います。
３　乙は、提供する訪問リハビリテーションサービスのうち、介護保険の適用を受けないものがある場合には、そのサービスの内容及び利用料金を説明し、甲の同意を得ます。
４　乙は、乙の通常の事業の実施地域以外にある甲の居宅を訪問して訪問リハビリテーションサービスを行う場合には、前２項に定める費用のほか、それに要した交通費の支払いを甲に請求することができます。
５　乙は、前項に定める費用の額にかかるサービスの提供にあたっては、あらかじめ甲に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、甲の同意を得なければなりません。
６　乙は、甲が正当な理由もなく訪問リハビリテーションサービスの利用をキャンセルした場合は、キャンセルした時期に応じて、料金表に記載したキャンセル料の支払いを求めることができます。
７　乙は、訪問リハビリテーションサービスの利用単位毎の利用料及びその他の費用の額を変更しようとする場合は、１ヶ月前までに甲に対し文書により通知し、変更の申し出を行います。
８　乙は、前項に定める料金の変更を行う場合には、新たな料金に基づく料金表と契約書別紙サービス内容説明書を添付した利用サービス変更合意書を交わします。
９　乙は、介護保険の給付の範囲を超えたサービス利用を全額負担します。

（利用料の滞納）
第６条　甲が正当な理由なく利用者負担額を２ヶ月以上滞納した場合は、乙は、30日以上の期間を定め
て、利用者負担額を支払わない場合には契約を解除する旨の催告をすることができます。
２　前項の催告をしたときは、乙は、甲の居宅サービス計画を作成した居宅介護支援事業者と、甲の日常
生活を維持する見地から居宅サービス計画の変更、介護保険外の公的サービスの利用について必要な協
議を行うものとします。
３　乙は、前項に定める協議を行い、かつ甲が第１項に定める期間内に滞納額の支払いをしなかったとき
は、この契約を文書により解除することができます。
４　乙は、前項の規定により解除に至るまでは、滞納を理由として訪問リハビリテーションサービスの提
供を拒むことはありません。

（秘密保持）
第７条　乙は、正当な理由がない限り、業務上知り得た甲及び家族または後見人の秘密を漏らしません。
２　乙及びその従業員は、サービス担当者会議等において、甲及び家族または後見人に関する個人情報を用いる必要がある場合には、甲及び家族または後見人に使用目的等を説明し同意を得なければ、使用することができません。

（甲の解除権）
第８条　甲は、７日以上の予告期間を持って、いつでもこの契約を解除することができます。

（乙の解除権）
第９条　乙は、甲が法令違反またはサービス提供を阻害する行為をなし、乙の再三の申し入れにもかかわ
らず改善の見込みがなく、このサービス利用契約の目的を達することが困難になったときは、30日以上
の予告期間をもって、この契約を解除することができます。
また、甲やその家族などが乙や乙のサービス従業者に対して本契約を継続し難いほどの背信行為
を行った場合は、文書で通知し、即座にこの契約を解除することができます。

２　乙は、前項によりこの契約を解除しようとする場合は、前もって、主治医、甲の居宅サービス計画を
作成した居宅介護支援事業者、公的機関と協議し、必要な援助を行います。

（契約の終了）
第10条　次に掲げるいずれかの事由が発生した場合は、この契約は終了するものとします。
（1） 甲が要介護（支援）認定を受けられなかったとき。
（2） 第２条１項及び２項により、契約期間満了日の７日前までに甲から更新拒絶の申し出があり、かつ契約期間が満了したとき。
（3） 甲が第８条により契約を解除したとき。
（4） 乙が第６条または第９条により契約を解除したとき。
（5） 甲が介護保険施設等へ入所したとき。
（6） 甲が死亡したとき。

（損害賠償）
第１１条　乙は、訪問リハビリテーションサービスの提供にあたって、事故が発生した場合には、速やか
に甲の家族または後見人に連絡を行うとともに必要な措置を講じます。
２　前項において、事故により甲または家族の生命、身体、財産に損害が発生した場合は、乙は速やかに
その損害を賠償します。ただし、乙に故意・過失がない場合はこの限りではありません。
３　前項の場合において、当該事故発生につき甲に重過失がある場合は、損害賠償の額を減額することができます。


（合意管轄）
第１２条　この契約に起因する紛争に関して訴訟の必要が生じたときは、甲の住宅地を管轄する裁判所を
第１審管轄裁判所とすることを合意します。

（協議事項）
第１３条　この契約に定めのない事項については、介護保険法等の関係法令に従い、甲乙の協議により定
めます。

（苦情対応）
第１4条　利用者は 、提供されたサービスに苦情がある場合は、事業者、県市町村及び国民健康保険団体
連合会等に対して、いつでも苦情を申し立てることができます。
２　事業者は、苦情対応の窓口責任者及びその連絡先を明らかにするとともに、苦情の申し立て又は相談
があった場合は、迅速かつ適切に対応します。

（緊急時等の対応）
第１５条　訪問看護サービスの提供を行っているときに利用者に病状の急変等が生じた場合には、必要に
応じて臨機応変の対応を行うとともに、速やかに主治医に連絡を行い、指示を求める等の必要な対応を
します。

（契約外条項）
第１６条　この契約に定めのない事項については、介護保険法令または健康保険法令、その他の関係法令
を尊重して利用者と事業者が誠意を持って協議のうえ定めます。

（教育機関）
第１７条　乙は教育機関としての役割を担い、医療・福祉分野の専門職育成に積極的に取り組んでいます。
2　各種養成校からの実習生や他医療機関からの見学者を定期的に受け入れ、臨床現場での学習機会を提
供しています。
3　実習生は、指導者の監督下で見学・補助を行い、甲の個人情報保護と安全確保を徹底します。









(介護予防)訪問リハビリテーション 重要事項説明書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1 事業の目的及び運営の方針
（１）事業の目的
　　　指定(介護予防)訪問リハビリテーション事業(以下「訪問リハビリテーション」という)の適
正な運営を確保するために人員、組織及び運営管理に関する事項を定め、事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下「リハビリ職員等」という。）が、要介護者等が居宅において日常生活を営むために適正な訪問リハビリテーションを提供することを目的とします。

（２）運営方針
　　　在宅療養をしている利用者の「生活の質」を確保するため、保健・医療・福祉関係者と密接な
連携のもとに、在宅療養が継続できるよう支援します。また、円滑な事業運営に努め、在宅ケアの推進を図ります。

２ 当事業所の概要及び職員の職種、員数、職種内容

　　　　事 業 所 名　白河訪問診療所
　　　　事 業 者 主　医療法人社団　弘徳会　理事長　菊地章弘
　　　　所 在 地 〒961-8051　福島県西白河郡西郷村字下前田東3-3 サンライズ新白河A 1-C
　　　　電 話 番 号 0248-21-5996
　　　　事業所番号　0712810878

令和8年6月現在
	
	    職名  
	  資 格  
	  常勤（人) 
	非常勤（人)
	職務内容

	
	管 理 者
	 リハビリ職員
	1
	適当数
	

訪問リハビリテーション



	
	職員
	理学療法士
	適当数
	適当数
	

	
	職員
	作業療法士
	適当数
	適当数
	

	
	職員
	言語聴覚士
	適当数
	適当数
	



３ 営業日及び営業時間
　　　　　　　営業日　 平 日：月曜日～金曜日　9:00～18:00
　　　　　　　休業日 　土・日・祝日・年末年始（12 月29 日～1月3日）

４ 訪問リハビリテーションの提供方法及び内容、条件
（１）提供方法
  　　 医師の指示に基づき、別添の「訪問リハビリテーション計画書」に沿ってサービスを計画的
に提供します。
（２）内容
安定した生活を送れるように、以下のようなサービスを提供します。
①身体機能訓練（麻痺の改善、関節や筋肉の状態調整、筋力向上、座位や立位訓練、言語機
能、嚥下機能など）
②生活動作練習（歩行練習、着替え動作練習、トイレ動作練習、入浴動作練習摂食動作練習、
実用的コミュニケーション練習など）
③応用動作練習（家事動作練習、外出練習など）
④ご家族への介助方法説明
⑤利用者・ご家族への障害や能力の説明
⑥家屋環境評価、家屋改修案相談、福祉用具選定相談
⑦機能維持・改善のための自主練習方法提示
⑧その他、利用者・ご家族が生活の中で不安に感じていることに出来る限り対応

（３）条件
① 介護保険での介入　
・3ヶ月に1回の指示医受診若しくは訪問診療が必要
・老健・特養・介護付き有料老人ホームへ入所している方は利用不可
・小規模多機能施設を利用している方も利用不可
② 医療保険での介入
・介護保険を利用できない方が対象、以下の要件も満たす必要があります。
　　 ・通院困難
　　 ・（主治医による）月に1回の訪問診療
・利用初回にあたって指示医への受診が必要

５ 通常の事業の実施地域
     西郷村・白河市・泉崎村・矢吹町 

６ 秘密の保持と個人情報の取り扱いについて
（１）利用者及びその家族に関する秘密の保持について
①事業者は、利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び
厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための
ガイダンス」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。
②事業者及び事業者の使用する者（以下「事業者」という。）は、サービス提供をする上で
知り得た利用者又はその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。また、こ
の秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。
③事業者は、従業者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者
である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者
との雇用契約の内容とします。

（２）個人情報の保護について
①事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、
利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の個人情報についても、予め同意
を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者の家族の個人情報を用いません。
②事業者は、利用者又はその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙によるものの他、
電磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の際
にも第三者への漏洩を防止するものとします。
③事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示することとし、
開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合には、遅滞なく調査を行い、
利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うものとします。（開示に際して複写料な
どが必要な場合は利用者の負担となります。）

７　虐待の防止について
　事業所は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために次の措置を講じます。
（１）虐待防止に関する責任者を選定するとともに、定期的に委員会を開催し、その内容を従業者に周知徹底を図ります。

（２）虐待防止のための指針の整備を行います。

（３）従業者に対して虐待を防止するための定期的な研修を実施していきます。

（４）サービス提供中に、当該事業所従業者または利用者の家族等による虐待を受けたと思わ
れる利用者を発見した場合には、速やかにこれを市町村に通報します。

８　身体拘束等の適正化
（１）利用者又は利用者家族等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身
体的拘束等は行いません。

（２）身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。

９　業務継続計画の策定等
（１）感染症に係る業務継続計画及び災害に係る業務継続計画を作成、定期的に見直し、必要に
応じて計画の変更を行い、感染症や災害の発生時には当該業務継続計画に従い必要な措置
を講じます。

（２）感染症及び災害に係る研修及び訓練を定期的に実施します。


１０　衛生管理
（１）感染症の予防及びまん延の防止のため、指針の整備、定期的な委員会の開催、研修及び訓練をします。

（２）訪問職員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行うとともに、事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。

１１　カスタマーハラスメントに関する当事業所の考え方
　（１）当事業所では、すべての利用者様に安心して介護サービスをご利用いただくとともに、職員
が安全で働きやすい環境を確保することを大切にしています。
そのため、利用者様又はご家族等からの言動のうち、社会通念上相当な範囲を超え、職員の就業環境を害するおそれのある行為については、カスタマーハラスメントに該当する場合があります。

（２）具体的には、次のような行為が該当することがあります。
・大声での叱責や威圧的な言動
・人格を否定する発言や差別的な言動
・業務の範囲を超えた過度な要求
・長時間にわたる執拗な要望やクレーム

（３）これらの行為が認められた場合には、複数名での対応や、サービス提供方法の見直しにつ
いて、ご相談させていただくことがあります。
ご説明の上、状況の改善や理解が得られない場合は、契約を解除する場合があります。
なお、介護サービスに関する正当なご意見・ご要望・苦情につきましては、これまでどおり誠意をもって対応いたしますので、遠慮なくお申し出ください。

１２　社会情勢及び天災時の訪問リハビリテーションについて 
（１）社会情勢の急激な変化、地震、風水害など著しい社会秩序の混乱などにより、訪問リハビリテーションの業務の履行が難しい場合は、日程、時間の調整をさせて頂く場合があります。

（２）社会情勢の急激な変化、地震、風水害など著しい社会秩序の混乱などにより、訪問リハビ
リテーションの業務の履行が遅延、もしくは、不能になった場合、それによる損害賠償責
任を当事業所は負わないものとします。






１３　サービスの内容に関する相談・苦情窓口
  　利用者又は、その家族から相談・苦情があった場合の対応については、円滑・迅速に対応しま
す。

（１）当事業所の常設窓口
      　 担当者　藤川　義久
     　  電話　　0248-21-5996　FAX   0248-21-9377
      　 電話対応時間　　9:00～17:00(土日祝、年末年始除く)
　  　　 尚、担当者不在であっても、基本の事項については誰でも素早い対応ができるように、教育または環境整備を整え、必ず担当者に引き継ぐものとします。

（２）公的機関においても、次の機関において苦情申し出等が出来ます。
	地区名
	担当課
	電話

	西郷村　
	健康推進課
	0248-25-1111

	福島県国民健康保険団体連合会
	介護サービス・苦情相談窓口
	024-528-0040




１４  緊急時・事故発生時の対応
　サービス提供により緊急事態や事故が発生した場合は、速やかに利用者のご家族・居宅介護支
援事業者等に連絡するとともに、必要な措置を講じます。また、事故の状況及び事故に際して採
った処置について記録するとともに、その原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じます。
	主治医
	医療機関名
	白河訪問診療所　

	
	氏名
	

	
	電話番号
	0248-21-5996

	家族様
	氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　（続柄：　　　　　　）

	
	電話番号
	

	
	携帯番号
	












１５  心身の状況の把握
訪問リハビリテーションの提供にあたっては、サービス担当者会議等を通じて、利用者の心身
の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握
に努めるものとします。




事業者署名欄

☑事業者は、訪問リハビリテーションの提供開始に際し、ご利用者又はご家族様に対し重要事項説
明書により重要事項の説明を行うとともに、訪問リハビリテーション契約書によりその契約内容
を説明しました。
☑事業者は、利用者及びその家族の個人情報について、その利用目的及び利用範囲について説明し
ました。
☑事業者は、訪問リハビリテーション契約書によりご利用者様と契約を締結しました。

[bookmark: _Hlk193300188]　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　事業者　　　　所在地　栃木県那須塩原市佐野２−１９
名　称　医療法人社団　弘徳会
理事長　菊地 章弘

事業所　　　  所在地　福島県西白河郡西郷村字下前田東３−３
サンライズ新白河A 1-C
名　称　白河訪問診療所
　　                    　　　管理者　菊地 章弘

説明者名　　　　　　　　　　



















ご利用者様　ご署名欄

☑私は、契約書及び重要事項説明書について説明を受け、その内容に同意しました。
☑私（利用者及びその家族）の個人情報については、その利用目的に対して説明を受け、その範囲内で使用することに同意しました。
☑私は、訪問リハビリテーション契約書により事業者と契約を締結しました。

　令和　　年　　月　　日

[bookmark: _Hlk193300558]（利用者）　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　                        　 

利用者は、心身の状況等により同意が困難であるため、私が利用者に代わって同意します。
　 
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　                         

　　　　　　          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                       

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(続柄　　　　　)　　 


上記同意及び契約を証するため、本書２通を作成し、利用者、事業者が１通ずつ保有するものとします。








別添　指定訪問リハビリテーション料金表

訪問リハビリテーション費
(2026年6月～)
	項目
	単位数
	料金(1割)

	訪問リハビリテーション費
	1回(20分)につき 308単位
	308円/20分

	事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20人以上にサービスを行う場合
	×90／100
	

	事業所と同一建物の利用者50人以上にサービスを行う場合
	×85／100
	

	特別地域訪問リハビリテーション加算
	+15／100
	

	中山間地域等における小規模事業所加算
	+10／100
	

	中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算
	+5／100
	

	短期集中リハビリテーション実施加算
	1日につき +200単位
	200円/日

	リハビリテーションマネジメント加算(イ)
	1月につき +180単位
	180円/月

	リハビリテーションマネジメント加算(ロ)
	1月につき +213単位
	213円/月

	認知症短期集中リハビリテーション実施加算
	1日につき +240単位（退院（所）日又は訪問開始日から3月以内の期間に、1週間に2日を限度）
	240円/日

	口腔連携強化加算
	1回につき +50単位（1月に1回を限度）
	50円/月

	診療未実施減算
	1回につき -50単位
	

	退院時共同指導加算
	1回につき +600単位
	600円/回

	移行支援加算
	1日につき +17単位
	17円/日

	サービス提供体制強化加算(Ⅰ)
	1回につき +6単位
	6円/20分

	介護職員等処遇改善加算
	1月につき 所定単位×15／1000
	





介護予防訪問リハビリテーション費

	項目
	単位数
	料金(1割)

	介護予防訪問リハビリテーション費
	1回につき 298単位
	298円/20分

	事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20人以上にサービスを行う場合
	×90／100
	

	事業所と同一建物の利用者50人以上にサービスを行う場合
	×85／100
	

	特別地域介護予防訪問リハビリテーション加算
	+15／100
	

	中山間地域等における小規模事業所加算
	+10／100
	

	中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算
	+5／100
	

	短期集中リハビリテーション実施加算
	1日につき +200単位
	200円/日

	口腔連携強化加算
	1月につき +50単位（1月に1回を限度）
	50円/月

	診療未実施減算
	1回につき -50単位
	

	退院時共同指導加算
	1回につき +600単位
	600円/回

	サービス提供体制強化加算(Ⅰ)
	1回につき +6単位
	6円/20分

	介護職員等処遇改善加算
	1月につき 所定単位×15／1000
	



※注釈
•「特別地域（介護予防）訪問リハビリテーション加算」、「中山間地域等における小規模事業所加算」、「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」、「サービス提供体制強化加算」及び「介護職員等処遇改善加算」は、支給限度額管理の対象外の算定項目
•「事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20人以上にサービスを行う場合」を適用する場合は、支給限度基準額の算定の際、当該減算前の単位数を算入

実費料金
	保険外適用
	項目
	金額(実費)

	交通費
	通常の業務の実施地域を越えてから1km毎に
	100円

	キャンセル料
	当日連絡の場合（急変の場合は除く）
	2,000円



